
第2回専門部会の追加説明

2014（平成26）年度　東京圏への社会増減の分析
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2014年度は東京圏へ
大幅な転出超過

○20～34歳の階級とその世帯員と考えられ
る年少人口の減少が大きい。
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資料(第2回追加）

長野市と東京圏の人口移動状況（2011～13年度平均と2014年度の差異）【総数】

長野市人口ビジョン（素案） P10
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長野市と東京圏の人口移動状況（2011～13年度平均と2014年度の差異）【男性】
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長野市と東京圏の人口移動状況（2011～13年度平均と2014年度の差異）【女性】

○20～34歳の階級とその世帯員と考えられ
る年少人口の減少が大きい。

○15～19歳の進学年齢の差異はプラスであ
ることから、学生の進学等が要因ではないと

考えられる。

20～34歳の層では、特に男性の減少
が大きい。

100

1/4



出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告2014年結果」

2011 2012 2013 2014
東京圏 62,809 67,209 96,524 109,408
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（人） 東京圏の転入超過数（全国）

全国的に東京圏の一極集中が拡大

している。
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４
（長野県）
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出典：長野県「長野県の人口の現状分析」

５

県全体としても東京圏の

転出超過が増加傾向

松本市においても、2014（平成26）年は

転出超過

（松本市）

出典：（仮称）超少子高齢型人口減少社会における松本市の人口推計（素案）
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